
セグメント情報
（単位：円）

区 分
業 務

共 通 計
研 究 活 動 研 修 事 業 教育相談活動 情報普及活動 業 務 合 計

Ò 事 業 費 用 お よ び 事 業 収 益
事 業 費 用
人 件 費 308¶835¶905 112¶152¶567 34¶212¶348 177¶033¶712 632¶234¶532 149¶030¶462 781¶264¶994

謝 金 5¶128¶168 4¶082¶864 0 2¶524¶297 11¶735¶329 74¶000 11¶809¶329

職 員 旅 費 13¶985¶152 113¶080 241¶160 596¶990 14¶936¶382 1¶221¶750 16¶158¶132

委 員 等 旅 費 7¶405¶840 2¶974¶870 0 1¶183¶810 11¶564¶520 39¶680 11¶604¶200

備 品 消 耗 品 費 23¶141¶205 4¶858¶896 600¶011 26¶666¶134 55¶266¶246 9¶744¶227 65¶010¶473

光 熱 水 料 4¶290¶448 6¶428¶672 401¶793 6¶810¶375 17¶931¶288 2¶330¶394 20¶261¶682

減 価 償 却 費 22¶352¶782 5¶676¶969 1¶450¶240 10¶736¶010 40¶216¶001 11¶078¶740 51¶294¶741

雑 役 務 費 18¶296¶842 13¶278¶675 2¶399¶558 15¶779¶610 49¶754¶685 4¶339¶552 54¶094¶237

各 所 修 繕 費 5¶619¶711 12¶935¶584 596¶893 2¶970¶254 22¶122¶442 3¶041¶313 25¶163¶755

支 払 リ ー ス 料 5¶785¶319 2¶110¶460 619¶855 3¶084¶519 11¶600¶153 3¶158¶311 14¶758¶464

そ の 他 の 経 費 5¶893¶531 357¶501 50¶078 5¶292¶834 11¶593¶944 12¶259¶271 23¶853¶215

小 計 420¶734¶903 164¶970¶138 40¶571¶936 252¶678¶545 878¶955¶522 196¶317¶700 1¶075¶273¶222

支 払 利 息 112¶192 40¶927 12¶021 59¶817 224¶957 61¶248 286¶205

計 420¶847¶095 165¶011¶065 40¶583¶957 252¶738¶362 879¶180¶479 196¶378¶948 1¶075¶559¶427

事 業 収 益
運 営 費 交 付 金 収 益 404¶386¶482 150¶007¶973 40¶295¶592 244¶280¶190 838¶970¶237 189¶954¶204 1¶028¶924¶441

資 産 見 返 負 債 戻 入 11¶190¶518 1¶605¶020 254¶283 4¶784¶700 17¶834¶521 4¶985¶054 22¶819¶575

国 以 外 か ら の 受 託 収 入 1¶700¶000 0 0 0 1¶700¶000 0 1¶700¶000

寄 附 金 収 益 3¶177¶753 904 57 958 3¶179¶672 328 3¶180¶000

そ の 他 の 収 入 0 0 0 2¶469¶088 2¶469¶088 17¶821¶199 20¶290¶287

計 420¶454¶753 151¶613¶897 40¶549¶932 251¶534¶936 864¶153¶518 212¶760¶785 1¶076¶914¶303

事 業 利 益 1¶354¶876

Ó 総 資 産 6¶574¶338¶025 6¶574¶338¶025

１．事業の種類は、中期計画の集計区分を勘案して区分している。
２．総資産は各セグメントで共同利用しており各セグメントに配分することが困難なため共通に計上している。
３．業務区分については中期計画記載の各活動の順序と整合をとったため、平成18年度から教育相談活動及び情報普及活動の順序が変わっている。
また、事業費用については損益計算書との整合を取るため各費用の順序を入れ替え、支払利息については別計上とした。
なお、中期計画の見直しにより業務区分の見直しを行い、平成23年度から区分を研究活動、研修事業、教育相談活動及び情報普及活動とした。

４．各区分の損益外減価償却相当額、引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額は下記のとおり。なお損益外減価償却相当額は資産を各セグメントで共同利用しており、各セグメントに配分する
ことが困難なため共通に計上している。
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損益外減価償却相当額 151¶995¶898 151¶995¶898

引当外賞与見積額 � 7¶017¶970 597¶424 12¶960 4¶214¶712 � 2¶192¶874 � 370¶573 � 2¶563¶447

引当外退職給付増加見積額 � 19¶715¶671 � 5¶971¶866 � 2¶820¶585 � 25¶304¶085 � 53¶812¶207 509¶594 � 53¶302¶613
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